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消費税率の引き上げが 2019年 10月に予定されている。前回の引き上げは 2014年 4月であった。今

回実施されれば 5年半ぶりの出来事となる。10％への引き上げは、これまで 2度に渡って延期されて

きた。1度目は、景気腰折れやデフレ脱却の機運が削がれるとして 2015年 10月から 2017年 4月まで

延期された。2 度目は、世界経済が大きなリスクに直面しているとして更に 2 年半延期された。そし

て今回、経済対策の検討も進み 2018 年の骨太の方針に明記されたことで、消費税率 10％への引き上

げはほぼ既定路線となった。 

2019年の消費税率引き上げで注目されるのは、日本で初の導入となる軽減税率である。軽減税率と

は、低所得者の痛税感を和らげるために導入される通常より低い税率のことだ。いわゆる消費税の逆

進性に対する対策である。今回の導入では生活に欠かせないものには 8％の税率が適用され、それ以

外のものには 10％の税率が適用される。低所得者対策として打ち出された軽減税率ではあるが、導入

の是非を巡る議論では多くの経済学者や事業者が反対の意見を寄せてきた1。その詳細にはここでは踏

み込まないが、理由の 1つに事業者負担の過大さがある。軽減税率の導入が迫る中、事業者はその負

担に対応していかなければならない。 

本稿では、2019年の導入が迫る軽減税率に焦点を当て、その仕組みと残された課題について改めて

整理することとしたい。 

 

1――軽減税率の仕組み 

 

1｜対象品目とは？ 

日本に導入される軽減税率で対象2となるのは、飲食料品や新聞などである。飲食料品は、酒類を除

く食品表示法に規定する食品が対象で、テイクアウトや宅配等には適用されるが、外食やケータリン

                                                
1 経団連「消費税の複数税率導入に反対する意見」、日税連「平成 27 年度・税制改正に関する建議書」、政府税制調査会 

「第 9回税制調査会議事録」、櫨 浩一「｢軽減税率｣は､あまりに問題がありすぎる(東洋経済)」より 
2
 詳細は国税庁消費税軽減税率制度対応室「消費税の軽減税率制度に関するＱ＆Ａ （制度概要編）」参照 

  https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/02.pdf 
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グ等は含まない。新聞は、定期購読契約が締結された週 2回以上発行されるものが対象で、コンビニ

など一部売りされている新聞や電子版の購読料は対象外となる。商品が同じでも、消費形態の違いで

消費税率が変わることには注意が必要である。 

 

2｜経理処理はどう変わる？ 

 軽減税率の導入によって大きく変わるのは仕入税額控除に関わる部分だ。消費税は納税者と担税者

の異なる間接税であり、消費者の支払う税金は事業者によって間接的に納付される。事業者は自らも

支払った税があるため、仕入等で支払った消費税額は納税の際にマイナスされる。この差し引かれる税額

を仕入税額控除と呼ぶ。 

仕入税額控除を受けるためには、帳簿および請求書等の保存が必要である。この点は、軽減税率の

導入後も変わらない。しかし、軽減税率の導入後には、一定の要件を揃えた適格請求書等(インボイス)

がなければ仕入税額控除を受けることができなくなる。その要件を図表 1にまとめた。仕入税額控除

を受けるための要件は、2019年 9月の軽減税率導入まで現行の請求書保存方式が適用される。請求書

保存方式では、会社名、取引の相手先、取引年月日、取引の内容、対価の額をレシートや請求書に記

載していれば問題ない。2019 年 10 月に軽減税率が導入されると、その後 4 年間は経過措置として区

分記載請求書等保存方式が適用される。区分記載請求書等保存方式では、上記に加えて軽減税率の対

象品目である旨を記載することが必要だ。ただし、中小零細企業などでレジシステムの改修が間に合

わなかった場合は、現行のレシートに購入者が 8％と 10％の税額を追記する方法も認められる。しか

し、経過措置期間の終わる 2023年 10月以降になると、適格請求書等保存方式が適用されて要件が厳

格化される。適格請求書等保存方式では、軽減税率の対象品目である旨の記載は義務となり、税率ご

とに合計した税込対価の額、登録番号、適用税率などの記載も必要とされる。さらに、販売者側では、

適格請求書等の交付とその写しの保存も罰則付きの義務として加わることとなる。 

 

 

～2019年9月30日 2019年10月1日～2023年9月30日 2023年10月1日～

請求書等保存方式 区分記載請求書等保存方式 適格請求書等保存方式

請求書記載

会社名

取引の相手先

取引年月日

取引の内容

対価の額

税率ごとに合計した税込対価の額 税込額 追記対応ＯＫ 必要

軽減税率対象品目である旨 ------ 追記対応ＯＫ 必要

適格請求書発行事業者の登録番号 ------ ------ 必要

適用税率 ------ ------ 必要

帳簿への記載

取引の相手先

取引年月日

取引の内容

対価の額

軽減税率対象品目である旨 ------

（注）「-----」は、規定がなかったことを示している

（資料） 国税庁「よく分かる軽減税率制度」を参考に筆者作成

必要

必要

必要

（図表１）　仕入税額控除に関する変更

必要

必要

必要

必要

必要

必要

必要
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事業者は消費税を納めるため、販売と仕入の双方で消費税額を把握しておく必要がある。消費税額

の計算方法には、勘定残高から割り戻して計算する「割戻し計算」と請求書記載の税額を集計して計

算する「積上げ計算」がある。現行では、割戻し計算が原則であるが、適格請求書等保存方式の適用

とともに割戻し計算と積上げ計算の選択制へと変わる。ただし、この両者は端数処理の関係で、一方

が他方より納める税額が少なくなることがある。そのため、売上税額の計算で積上げ計算を選択する

場合には、仕入税額の計算でも積上げ計算を行うことが求められる。これにより、売上税額と仕入税

額の計算方法の違いを利用した納付税額の有利計算(納付税額の軽減)が排除される。 

事業者の事務処理は、軽減税率の導入によってこれまで以上に煩雑になる。そこで、事業者が新た

な事務に対応できるまでの間、税額計算で簡便的な取り扱いを認める特例措置が設けられた(図表 2)。

この措置を簡単に説明すると、税率ごとの個別集計は行わず、一定割合で取引があったとみなして、

総額からおおよその税額を算出する方法である。この特例は、軽減税率導入から 4年間適用すること

が可能だ。ただし、仕入税額の計算特例については、適用期間が 1年となっていることには注意が必

要である。この措置の対象となるのは、基準期間における課税売上高が 5,000万円以下の中小企業だ。

税額計算について、課税売上高 5,000万円超および 1,000万円以下の企業に大きな変更は生じない。

課税売上高 5,000 万円超の企業には積上げ計算と割戻し計算の選択があるだけで、課税売上高 1,000

万円以下の企業は納税義務の免除された免税事業者であるからである。事業者は、特例措置を活用す

ることで、大きな設備投資をすることなく急場を凌ぐことも可能だ。ただし、取引先が 2023年 10月

以降に税額控除を受けるためには、事業者の発行する適格請求書等が必要となる。軽減税率への対応

はいずれにしても必要である。特例制度を利用する事業者も早めに対応を進めておく方が良いだろう。 

なお、課税売上高 1,000万円以下の免税事業者については、今後、取引面で注意を払う必要が出て

くるだろう。軽減税率の導入後、免税事業者からの仕入は段階的に仕入税額控除の対象外となる。2019

年 10 月以降の 4 年間は、免税事業者からの仕入れも 100％の税額控除が認められる。しかし、2023

年 10月になると税額控除は 80％に減額される。さらに、2026年 10月以降には 50％に減額され、2029

年 10月には控除はなくなる。取引先が引き続き税額控除を受けるためには、免税事業者が税務署長の

登録を受けて課税事業者となる必要がある。消費者相手の事業者では問題とならないが、下請けなど

BtoBの事業を営む免税事業者では対応が必要となる場合もあるだろう。その意味で、今回の軽減税率

の導入は、徴税対象を広げる制度になったと言えるだろう。 

 

(注) 表示部分は、特例措置の適用期間を示す

※印の期間は、簡易課税の事後選択適用期間を示す

(資料) 国税庁「消費税軽減税率制度の手引き」を参考に筆者作成

売

上

仕

入

特

例
措

置

免税事業者の仕入控除率 100% 80% 50% 0%

（図表２）　税額計算の特例措置および免税事業者の仕入控除率

※

2018

9月30日 9月30日 9月30日

小売等軽減仕入割合の特例

軽減売上割合の特例

その他<50％>

小売等軽減売上割合の特例

簡易課税制度（事後選択）

9月30日

経理処理 適格請求書等保存方式

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区分記載請求書等保存方式現行
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2――中小企業に対する政府支援 

 

 政府は、軽減税率の導入に合わせて中小企業の支援策を打ち出している。2016年 4月より実施され

た支援策には「軽減税率の周知やサポート体制の整備」「軽減税率対策補助金」などがある。 

 軽減税率の周知や対応サポート体制の整備には約 170 億円の予算が確保されている。全国約 2,400

箇所に相談窓口を設置して中小事業者の対応を支援していく方針だ。講習会の実施や相談窓口の設置、

専門家の派遣や普及啓発などが主な支援内容となる。 

軽減税率対策補助金には約 996億円の予算が確保されている。小売店や持ち帰りの食品商材を扱う

飲食店、個人事業主などを対象として、事業者 33万者から申請があると見込んでいる。補助金の種類

には、複数税率対応レジの導入等支援と受発注システムの改修等支援の 2つがある。複数税率対応レ

ジを導入した場合、1台あたり 20万円を上限として補助率 3分の 2の補助金が支給される。複数台数

を申請した場合は、1 事業者あたり 200 万円が上限だ。また、受発注システムの改修をする場合は、

小売事業者であれば 1,000万円、卸売事業者であれば 150万円を上限として補助金が支給される。こ

の補助金は、負担感を和らげることで事業者に対して複数税率への対応やインボイス方式への対応を

前倒しで実施することを促したものである。しかし、2018年 3月末時点における同補助金への申請数

は、約 7万件と想定の 2割程度に留まっているという3。これを受けて中小企業庁は、申請受付期限を

2018年 1月 31日から 2019 年 12月 16日まで延長することを決めている。申請が増えない背景には、

政策の先行きに不透明感が生じたことがあると考えられる。2016年 6月に消費増税が延期されたこと

で、事業者が多額の投資にためらいがちになっている可能性がある。事業者の中には、経過措置があ

る間は様子見を決めたところもあるかもしれない。しかし、軽減税率対策は早めに進めておく方が良

い。適格請求書等保存方式制度が始まれば、多くの事業者は否応なく対応しなければならない。補助

金は早い者勝ちで、確保された予算にも限界がある。企業の対応が一定の期間に集中した場合、技術

者不足などで対応が間に合わなくなる恐れもある。消費税率の引き上げと軽減税率の導入は 2019 年

10月の実施がほぼ既定路線となっており、事業者は先を見据えた対応を早めに講じておくべきだろう。 

 

 

3――未定のままの代替財源 

 

1｜消費税収の使途変更 

 消費税率引き上げの目的は、少子高齢化で社会保障費の増大が続く中にあって安定した財源を確保

し、社会保障制度の持続可能性を維持することで、国民の将来不安を取り除くことにある。今回の 8％

から 10％への消費税率の引き上げでは、5.8兆円程度の新たな財源が得られる見込みである。従来の

計画では、新たに得られる財源のうち 5分の 4を財政再建に充て、残り 5分の 1を社会保障の充実に

使う予定であった（図表 3）。しかし、2017年の衆議院選挙を経る過程で少子高齢化や人生 100年時代

の到来により、将来の社会基盤を整備していくことの重要性が改めて認識されたため、消費税率引き

                                                
3
 2018年 7月 18日毎日新聞より 
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上げ分の使い道について変更が行われた。その結果、5.8 兆円程度の新たな財源は、幼児教育無償化

など(教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保・従前の年金生活者支援給付金など社会保障の

充実策)にも充当することが決まっている。 

 

 

2｜代替財源に金融所得税が浮上 

 軽減税率の導入は、財源問題と切り離して考えることはできない。軽減税率の導入によって約 1兆

円4の税収が見込めなくなるからである。当初見込まれていた税収は既に使途が決められているため、

導入には新たな財源を確保する必要がある。そこで代替財源として確保されたのが、総合合算課税制

度の導入見送り(4,000億円)、タバコ増税(2,462億円)、所得税改革(812億円)の 3つ5である。 

総合合算課税制度は、低所得者層へのセーフティーネットを強化する目的で検討されていたものだ。

制度単位ではなく家計全体で医療・介護・保育・障害などに関する自己負担の合計額に上限を設定し、

限度額を超えた部分が給付対象となる制度である。同制度は、軽減税率と同じく低所得者対策の財源

であったことから、財源の付け替えで手当てされたものであると言える。タバコ増税については、2020

年東京オリンピックの環境整備や受動喫煙対策強化のために引き上げられたものだ。紙巻きタバコの

税額は、2018年 10月から 3回に分けて約 12.2円/本から約 15.2 円/本に段階的に引き上げられる。

また、加熱式タバコについても、税額計算の見直しにより紙巻きタバコ並みに価格が引き上げられる。

所得税改革については、基礎控除が一律 10万円引き上げられる一方で、給与所得控除と公的年金等控

除が一律 10 万円引き下げられた。給与所得控除の上限額については、220 万円(給与年収 1,000 万円

超)から 195万円(給与年収 850万円超)に減額され、給与年収 850万円超の会社員に増税となっている

(ただし、家族に 22歳以下の子供や介護が必要な人がいる場合は増税対象から除外される)。 

 上記の通り、既に約 7割の代替財源が確保されている。しかし、残り約 3,000億円の代替財源が未

だ確保されていない。未定分の財源については、2019年度税制改正の議論の中で明らかになる見込み

だ。現在検討の中心にあるのは「金融所得税」だろう。金融所得税とは、配当や株式の譲渡益などに

対して課税されるものだ。所得税15.315%と住民税5％の合計20.315％が税率として設定されている。

                                                
4
 軽減税率導入による減収額は、財政金融委員会調査室「軽減税率制度を始めとする税制改革の諸課題」を参照 
5
 各財源の税収額は、財政金融委員会調査室「財政金融をめぐる政策課題」および財務省「平成 30年度の税制改正による増 

減収見込額」を参照 

2兆9,000億円

4兆6,400億円

1兆7,400億円 1兆1,600億円

1兆1,600億円

使途変更

当初計画

財政再建 幼児教育無償化など 社会保障の充実

4,000億円 2,462億円 812億円 3,126億円

総合合算制度見送り タバコ増税 所得税改革 未定

（図表3）税収使途および財源

（資料）内閣府「骨太の方針2018」、厚生労働省「社会保障の充実・安定化等について」、

財務省「平成30年度の税制改正による増減収見込額」、各種報道をもとに筆者作成

財源不足
1兆400億円

軽減税率の導入
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平成 30年度の与党税制改正大綱の中に「金融所得の課税のあり方については～(中略)～総合的に検討

する」との記載がある。与党税制改正大綱は、与党が合意して取りまとめたもので、閣議決定された

もの以外にも今後の論点となる内容が幅広く記載されている。昨年度の税制改正では「～（前略）～

給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と「人的控除」のあり方を全体として見直すことを

含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する」との記載があって、給与所得控除の見直しが実際

に行われた。この流れを踏まえれば、金融所得税の見直しが代替財源の確保に利用される可能性は高

いと言えるだろう。仮に、税率が 5％引き上げられた場合、2,500億円程度の新たな財源が生まれると

の試算もある6。2019 年度税制改正において、金融所得税の引き上げが決まれば、株価の下落や金融

市場の動揺は避けられないだろう。年末にかけて審議される 2019年度予算編成や 2019年度税制改正

の行方には、十分な注意を払う必要があるだろう。 
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